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小規模保育事業 A 型整備・運営事業者　募集要項 

 

川西市では、令和４年度に国基準の待機児童はゼロになったものの、依然として国基準外の待機

児童（入所保留者）は増加傾向にあり、特に１歳児の入所保留者増が顕著となっています（※）。 

今回、潜在的な保育ニーズを含め、国基準外の待機児童解消を図り、安心して子育てができる環

境を整備することを目的に０歳～２歳児を保育する小規模保育事業Ａ型の整備・運営事業者を募集

します。 

 

１　募集する事業の概要 

 

（※）国基準外の待機児童数（入所保留者）の内訳（中学校区別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①地　　域 市内全域 ②施 設 数 ４か所

 ③事業種別 小規模保育事業Ａ型 ④定 　 員 原則１９人

 ⑤対　　象 ３号認定を受けた０～２歳児

 ⑥施　　設 事業者が所有、または賃借する物件（施設形態により補助内容等が異なります）

 
⑦開所時期

令和６年４月１日（補助不要の場合、前倒しでの開所可能） 

※開所までのスケジュールを提出書類に明記すること

 ⑧開所時間 原則、１日１１時間（午前７時～午後６時）

 

⑨閉所可能日

日曜日  

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日  

年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

 ⑩実施を要する

子ども・子育て

支援事業等

延長保育事業（午後７時までの実施は必須とし、午後８時までの実施は任意とする） 

その他事業の実施は任意とする。

 ⑪その他 市の入所保留者の状況を鑑み、入所保留者の解消に資する取組みを実施すること

R5.4.1 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計
川西南 3 30 4 9 0 1 47
川西 1 33 5 2 0 0 41
多田 0 8 2 1 0 0 11
清和台 0 0 1 1 0 0 2
明峰 0 5 0 1 1 0 7
緑台 0 5 1 1 1 0 8
東谷 0 6 5 8 1 2 22
合計 4 87 18 23 3 3 138
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２　事業者の応募資格等 

（１）次に掲げる条件をすべて満たしていること。 

①児童福祉に対する高い理念を持ち、川西市の児童福祉を理解し、川西市の関連施策にも積極的

に協力する者であること。 

②児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

③事業を実施するための必要な経済的基礎として、施設設置に要する資金の他、運営費の概ね１

か月分以上に相当する資金を普通預金等により保有していること。 

④賃貸物件で事業を実施する場合は、１年間の賃借料相当額の資金を普通預金等により保有して

いること。 

⑤地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

⑥川西市暴力団排除に関する条例（平成24年川西市条例第５号）第２条１号から３号までのいず

れにも該当しない者であること。 

⑦民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でない

こと。 

⑧会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でない

こと。 

⑨国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑩国、都道府県又は市町村が実施する法人又は施設の指導監査等において、重大な指摘を受けた

ことがないこと。ただし、重大な指摘を受けたことがあるが、既にその改善がなされている場

合はこの限りではない。 

⑪各種関係法令を遵守すること。 

 

（２）応募者が次の要件に該当する場合は、選定の対象から除外する。 

①募集要項に定める応募資格や条件に反する内容で応募した場合。 

②申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が選定に対し不当な要求を行った場合。 

③申請書類に虚偽の記載があった場合。 

④その他不正な行為があった場合。 

 

３　施設設備に関する条件 

（１）施設に関する基本事項 

①事業者自らが所有または賃借する物件において整備・運営を行うこと。 

②実施する物件は事業者（応募者）が確保すること。 

③川西市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成26年条例第15号）及び消防 

法（昭和23年法律第186号）、建築基準法（昭和25年法律第201号）、児童福祉法（昭和22年法 

律第164号）その他関係法令を遵守すること。 

　　　④建築基準法第７条第５項に規定する検査済証が交付されている建物であること。なお、検査済

証の交付が確認できない場合は、「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関等を活用し

た建築基準法適合状況調査のためのガイドライン」に基づき、指定確認検査機関等にて法適合

状況調査を行い、建築基準法に適合したものであることを示す書類を提出すること。 
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　　　⑤現行の建築基準法上における耐震基準を満たしており、耐震上問題がないこと。なお、昭和56 

年５月31日以前に建築された建物の場合は、耐震調査を実施しており、耐震上問題がないこと 

を証明する書類を提出すること。 

 

（２）小規模保育事業Ａ型の保育室等の設備・面積等の基準 

 

 

 

 

　 

 

　※児童福祉法、家庭的保育事業等の設置及び運営に関する基準、川西市家庭的保育事業等の設備及び運

営の基準に関する条例を必ず確認すること。 

 

（３）施設の設置にあたっての必要事項 

①同一施設内で他の事業を複合的に行う場合は、小規模保育事業を行う場所と明確に区分けをす

ること。  

②地震時の大型家具等転倒防止措置を講じるなど、乳幼児の安全確保の配慮をすること。 

③防犯上の観点より、兵庫県警へのホットライン通報装置の設置を行うこと。 

④自動体外式除細動器（AED）を設置すること。 

⑤保護者が利用する送迎用駐車（利用定員の１割程度）、駐輪スペースを十分確保するよう努める

こと。 

⑥周辺の環境等と調和する外観とすること。 

 

 

４  施設運営に関する条件  

（１）小規模保育事業施設の運営に関する基本事項 

①利用定員 

小規模保育事業Ａ型（定員：原則１９人） 

※０～２歳児の各利用定員数について、進級ができるよう設定すること。特に１歳児の入所保

留者が多いため、１歳児の定員については十分に留意すること。 

②乳児保育(生後５７日目から)を実施するよう努めること。 

③通常保育は原則午前７時から午後６時までの１１時間とすること。また、延長保育は午後７時

までの実施は必須とし、午後８時まで実施するよう努めること。 

④日曜、祝日、年末年始（１２月２９日から翌年１月３日）以外は、開所を基本とすること。 

⑤利用者負担額は、市が定めた額を事業者で徴収し運営費に充当すること。 

⑥市があらかじめ認めた費用以外の費用負担を保護者に求めないこと。ただし、日用品、文房具

など保育に必要な物品の購入や行事に参加する費用等の徴収については、事前に保護者に説明

し、同意を得て行うこと。 

 

 

設　備

満２歳未満：乳児室またはほふく室 

満２歳以上：保育室または遊戯室 

便所・調理設備（調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備） 

屋外遊戯場（代替する近隣の公園等も可）

 
面　積

乳児室またはほふく室：満２歳未満の幼児１人あたり３．３㎡以上 

保育室または遊戯室　：満２歳以上の幼児１人あたり１．９８㎡以上 

屋外遊戯場：満２歳以上の幼児１人あたり３．３㎡以上
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⑦同一施設内で他の事業を複合的に行う場合、乳幼児の保育に直接従事する職員は、法令等で認

められている場合を除いて、他の事業の職員と兼ねることができない。 

 

（２）職員配置 

　※児童福祉法、家庭的保育事業等の設置及び運営に関する基準、川西市家庭的保育事業等の設備及

び運営の基準に関する条例を必ず確認すること。 

 

（３）小規模保育事業Ａ型との連携施設 

　　　連携施設の確保は、原則として令和６年４月までに設定すること。ただし、これが困難な場合

は令和６年度末までのできる限り早期に設定すること。（国における経過措置は令和６年度末

まで） 

 

（４）保育内容等について 

①基本的事項 

　　・児童福祉法に規定する児童福祉の理念を前提として事業運営を行うこと。地域の子育て家庭へ

の支援事業を積極的に実施すること。 

・保育の実施にあたっては、保育所保育指針に準じること。 

・川西市の教育保育行政を十分に理解し、市の事業に積極的に協力するとともに、関係法令を遵守

し、市の指導に従うこと。 

・保護者の意向に十分配慮し、円滑な施設運営を行うこと。 

・利用乳幼児、保護者、地域等との信頼関係の維持、向上に努めること。 

 

職員配置

①保育従事者 

　０歳児　　 　乳幼児３人につき１人 

　１・２歳児 　乳幼児６人につき１人　 

※上記に加え１人以上配置かつ全て保育士 

　※保健師または看護師を１人に限り保育士とみなすことができる 

※職員配置は常時２人（うち１人以上は常勤職員とする）を下回ってはならない(常勤 

職員とは１日６時間以上かつ月２０日以上勤務の職員)  

②調理員 

　少なくとも１人は、栄養士または調理師とするよう努めなければならない 

ただし、調理業務を委託する場合及び連携施設等から搬入する場合は不要 

③嘱託医

 連携施設 保育所、幼稚園または認定こども園（複数の施設との連携も可）

 

連携内容

①保育内容の支援 
１）相談・助言 
連携施設の保育士による相談助言や月一回程度の巡回指導などを行う 

２）集団保育を経験させるための機会 
　２歳児を中心に、連携施設の運営に支障をきたさない範囲で、連携施設の屋外遊戯場の使

用や行事の参加等を行う 
３）代替保育の提供 
　職員の病気等により、保育を提供することができない場合に、必要に応じて事業者に代わ

って保育を提供する 
②入所する乳幼児の３歳以降の受け皿
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②給食、保健、衛生、安全管理に関すること 

・保育所における食事の提供ガイドラインに基づき、食事の提供を行うこと。また、離乳食やア 

レルギー食等、配慮を要する利用乳幼児の対応食等、個々に配慮した食事を提供すること。 

   ・食事の提供は完全給食とし、原則、施設内において調理する方法（自園調理）によること。た

だし、自園調理が困難な場合、一定の基準を満たす場合は連携施設等から給食を搬入すること

ができる。 

・調理施設、設備をはじめ、施設の衛生管理や利用乳幼児、職員の健康管理を徹底すること。 

・健康増進法第２０条第１項及び第２項の規定によって、特定給食施設の届出をすること。 

・利用乳幼児に対し、健診・検査等を実施すること。 

・必要な医薬品、医療品を常備し、医療機関との連携を図ること。 

・防犯対策など、利用乳幼児の安全対策を講じること。 

・消火訓練及び避難訓練を少なくとも月に１回は実施すること。 

・保育における利用乳幼児の事故等に備えて損害賠償保険に加入すること。 

③会計・運用財産に関すること 

・会計は、その他の事業の会計と区分すること。 

・運用財産として、十分な現金または預金を有していること。 

④保育の質の向上に関すること 

・市立保育所に準じた苦情解決制度を備えること。 

・市が実施する職員研修に参加するほか、独自の職員研修を行うなど、職員の資質向上に積極的

に取り組むこと。 

⑤その他 

・市の入所保留者の状況を鑑み、入所保留者の解消に資する取組みを実施すること。 

・運営状況や事業者の経営状況などの情報の公開に努めること。 

・開所の後、市が行う保育内容、経営状況に関する調査に協力すること。 

・別紙提出書類一覧に記載のもののほか、保育サービスの内容、地域交流、安全・衛生対策、職

員採用、人事管理等について別途提案があれば、提出書類に添付すること。 

 

５  開設経費及び運営経費にかかる補助  

（１）施設改修費等の補助金 

①　賃貸物件の場合 

当該事業について、川西市に「保育対策総合支援事業費補助金」に基づく補助金が支給され

るときは、事業者の申請により国の補助額（対象となる事業費の範囲内に限る）と市負担分を

合算した金額を市補助金として、予算の範囲内で交付する。なお、補助金が交付されない場合

は、上記の市負担分に相当する金額を市補助金として、予算の範囲内で交付する。 

※　本補助金については、「補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する法律」及び「厚生

労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について（平成２０年４月１７日厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長通知）」など、補助金に関する法令・通知を適用または準用するの

で、法令・通知に定める要件に該当する場合、補助金の返還等が必要となる。 
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②  自己所有物件の場合 

　補助対象経費や交付基準額については、国補助は受けられない。事業者の申請により、市

負担分に相当する金額のみを市補助金として、予算の範囲内で交付する。 

※国庫補助金の交付を受けていない場合、建物が自己所有である等の要件を満たした場合

は、地域型保育給付費の「減価償却加算」による加算を受けることができる。 

※川西市補助金等交付規則などに基づき、補助金の返還等が必要となる場合もある。 

 

（２）施設改修費等に対する補助基準額等 

①賃貸物件の場合「市補助＋国補助（保育対策総合支援事業費補助金）」 

　　　　※１　改修費等補助：補助対象経費の実際にかかった改修費（備品は補助対象外）と開設準備期 

　　　　　　間となる令和６年３月までの実際にかかった賃借料６ヶ月分(礼金は含み、敷金は対象外。)

の合計額と上記補助基準額を比較し、低い方の４分の３を補助(千円未満の端数がある場合

は、これを切り捨てた額)。賃借料は令和５年４月１日以降の新規契約のものに限る。 

　　　　※２　実際の補助額は今後の制度改正等により変更となる場合があります。 

 

②自己所有物件の場合「市補助のみ」 

　　　　※３　改修費等補助：補助対象経費の実際にかかった改修費（備品は補助対象外）の合計額と 

上記補助基準額を比較し、低い方の１２分の１を補助(千円未満の端数がある場合は、これ 

を切り捨てた額)。 

　　　　※４　賃貸物件における補助制度改正等に準じ、市補助についても内容が変更となる場合があ

ります。 

 

（３）施設改修にあたっての留意点  

①設計及び施工にあたっては、事業者自らが近隣住民等に説明して理解を得て、安全確保等を図

ること。  

②市契約規則に準じて、事業者による「入札」により施工業者を決定すること（改修費補助を受

けない場合はこの限りでない）。 

 

（４）運営費等  

施設基準等を満たして認可され、特定地域型保育事業者として確認を受けた事業者は、保育

事業の運営に必要な経費として「地域型保育給付費」（公定価格から、保護者から徴収する規

定の保育料を差し引いた額）を受給することができる。 

運営費に関する補助金は別添資料「令和5年度 小規模保育事業運営補助金一覧」を参照する

こと。 

 項目 補助基準額 補助率

 改修費等補助 ※１ ３５,０００千円 ※２ ３／４

 項目 補助基準額 補助率

 改修費等補助 ※３ ３５,０００千円 ※４ １／１２
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６  応募方法等 

（１）募集要項等の配付 

  　  募集要項及び申請書等の提出書類様式は、市ホームページよりダウンロードすること。 

 

（２）質問受付 

【期間】令和５年７月１０日（月）～７月１４日（金） 

　　  【方法】募集要項等について質問があれば、別添の質問票を、電子メールにて担当課まで提出する 

こと。７月２１日（金）頃までに市ホームページ上で回答を公表する。 

 

　（３）エントリーシートの受付 

 　　　応募を予定する事業者は、あらかじめエントリーシートを提出すること。本エントリーを行わな

かった場合、正式に応募することは出来ません。また、エントリーシートを提出した場合であって、

（４）に定める提出書類を提出しなかった場合は、本エントリーを取り下げたものとみなします。 

　　　【期間】令和５年７月２４日（月）～７月３１日（月） 

　　  　　    午前９時から午後５時（ただし、土・日・祝日は除く。） 

     【方法】別添のエントリーシートを、電子メールにて提出すること。 

 

 

（４）提出書類の受付 

      【期間】令和５年８月２日（水）～８月１８日（金） 

　　  　　    午前９時から午後５時（ただし、土・日・祝日は除く。） 

     【方法】あらかじめ日時を連絡のうえ、担当課に持参すること。郵送は不可。 

　　　　　　  ※上記日時以外は受付不可。 

 

（５）提出書類及び部数 

別紙「提出書類一覧」のとおりとし、正本（１部）、副本（９部）の合計10部と電子媒体(指定

様式のPDFデータ)CD-ROM１枚提出すること。 

 

（６）注意事項  

ア 申込書その他の提出書類は、Ａ４サイズに統一し、ページ番号を付記のうえ資料番号ごとに

インデックスを付けること。(決算書等の文字が小さい場合は、 Ａ３サイズを折り込むな

ど、見やすい大きさで提出すること。)  

イ エントリーシートを提出していない場合や、受付期間を過ぎたものは受理しない。  

ウ 提出された書類等は返却しない。  

エ 応募のために生じる一切の費用については申込者の負担とする。  

オ 必要に応じて、別途資料を請求する場合がある。  

カ 提出書類について情報公開請求があった場合は、「川西市情報公開条例」等関連規定に基づ

き公開することがある。  

キ 書類提出後に辞退する場合は、必ず書面（様式自由）により届け出ること。  
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７  選定の方法等  

 （１）選定の体制 

市が設置する「川西市民間保育施設等整備・運営事業者選定に係る公募型プロポーザル審査委員

会」において、選考を行い、市が決定する。 

  

（２）プレゼンテーションの実施 

事業者の運営実績や財務状況、入所保留者解消への取り組み、保育目標や保育内容等について、

上記(1)の審査委員会の構成員に対して、事業責任者等（法人の場合、理事長及び施設長予定者等）

によるプレゼンテーションを実施し、事業責任者等に対しヒアリングを行うものとする。 

なお、プレゼンテーションの実施日時等は、市から対象事業者へ別途通知する。 

 

（３）審査項目  

以下の審査項目と配点に基づいて選定を行う。 

なお、選定には基準点を設定する。基準点は６割とし、総得点が基準点に満たない場合は、選

定しない。 

 

 

※審査項目と配点等については、審査委員会の判断等により変更する可能性があります。 

 審査項目 配点　 審　査　事　項

 

施設整備に 

関すること
４０

５ 運営実績

 １０ 財務状況

 １０ 資金計画及び長期的な運営の安定性

 １０ 人材確保及び人材育成

 ５ 自己評価・外部評価、苦情処理体制など

 

施設整備に 

関すること
５０

２５
入所保留者解消への取り組み 

（立地や通園支援、定員設定、開所時期など）

 １０ 利用者の利便性（駅からのアクセスや駐車場確保など）

 １０ 施設設備について(保育室、遊戯室、屋外遊戯場の広さなど）

 
５

地域との連携、周辺環境への配慮など

 （地域活動への参加、地域との関係性構築など）

 

施設運営に 

関すること
７０

１５
保育目標・内容について

 （開所時間、乳児保育（生後 57日目から）、延長保育など）

 １０ 給食の提供について（提供方法、アレルギー対応、食育など）

 １０ 職員配置体制

 １５ 特別な支援が必要な子どもの受け入れについて

 １０ 連携施設の確保又は確保に向けた計画について

 １０ 事故防止・衛生管理等の安全対策

 
合計 １６０ 　
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（４）選定結果の通知 

 　　 ①選定結果はすべての参加事業者に文書で通知するほか、市ホームページで公表する。電話等に

よる問合せには応じない。 

 　　 ②選定結果に対する異議申し立てはできない。 

③審査の結果、実施事業者の該当なしとする場合がある。 

 

 

８  保育開始までのスケジュール  

令和５年９月末（予定）　　　　　　実施事業者決定 　 

令和５年１０月～令和６年３月 　 　開設準備（施設改修等）・認可手続 

令和６年４月       　　　 　　　　開設（事業開始） 

 

 

９　その他 

 （１）選定結果は、改修費等の補助金の交付を確約するものではない。 

 　 （２）選定された事業者が辞退等により実施不可能となった場合、または施設設置にあたって市との協

議が整わない場合、その他事業を実施し難い特別の事情が生じたと市が判断したときは、この募集

要項による施設の設置は行わないこととする。また、市は決定事業者において、本募集要項に記載

された事項について重大な違背行為があったと認めるとき、あるいはその他の事情により、適切な

事業の実施が困難と認めるときは、実施事業者の決定を取り消すことができるものとする。いずれ

の場合においても事業者はすでに要した費用の弁済を求めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 担当 】 川西市 こども未来部 こども政策課 　窪田、中村 

〒 666-8501　川西市中央町１２－１　市役所３階８番 

電話：072-740-1246　 FAX：072-740-1339 　 E-mail：kawa0215@city.kawanishi.lg.jp


